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概要 

日本における国際的な研究水準低下が顕在化してきたことを受け、第 3 期中期目標・中期計画期間

（2016-2021）に、共同利用・共同研究拠点制度において「国際共同利用・共同研究拠点」が導入され

た。多くの研究分野が参画する際の多様性の保持と国際的な研究水準向上の両立は難しい課題であり、

第 3 期拠点期末評価では国際拠点は別枠とする評価体系が採用されたが、直近の第 4期中間評価では

国際拠点を同じ枠組みに含めた評価体系に変更され、拠点制度全体で国際的な研究水準向上を目指す

方向性にシフトしたことが示唆された。しかしながら、この経緯については不明であり、したがって

本稿では、国際拠点導入が検討された文科省研究環境基盤部会第 8期及び第 9 期の会議資料にまで遡

り、導入の経緯とそれにより生じる本質的な課題を再確認することにより、同制度の評価の在り方に

ついて考察を試みた。 

 

 

１．はじめに 

「共同利用・共同研究拠点制度」は、2004 年の国立大学法人化後も日本全体の学術研究の発展を図

るために、国公私立大学を問わず、大学の研究ポテンシャルを活用して研究者が共同で研究を行う体

制を整備することが重要であるという観点から、2008 年 7月から運用が開始された［1-4］。2025 年 4

月現在では、国立大学が中核の拠点が 78拠点、公私立大学が中核の拠点が 27拠点登録されているが、

当該制度の開始時点では 7拠点から始まり、その後急拡大し現在の拠点規模となっている［5］。一期

6年間の国立大学法人中期目標・中期計画期間の推移に合わせて振り返ると、第 1 期（2004-2009）で

は多様な研究分野の参画を促し拠点数を確保すること、第 2期（2010-2015）では多様な研究拠点群に

対しそれぞれの研究分野の特性を考慮しつつ、拠点のさらなる発展を促す評価体系を構築することで

あった［6］。現在、「大型設備利用型」「共同研究型」「医学・生物学系（医学系）」「医学・生物学系（生

物学系）」「人文・社会科学系」「異分野融合系」の 6 つの類型に分類されており、それぞれの類型の中

で評価が行われている［5］。 

この間、国内では東日本大震災、国外では急速なグローバル化と産業構造の転換を経験し、科学技術
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政策についても大きな見直しが必要とされてきた。特に、新興国の台頭により、日本の国際的な研究

水準の相対的な低下が指摘され始め、科学技術とイノベーションとの結びつきを高めるための研究基

盤強化の文脈で大学改革の必要性も高まっていく。第 3 期（2016-2021）では、共同利用・共同研究拠

点制度についても国を代表する研究基盤として国際的な研究水準の向上に貢献することが求められ、

同拠点の中から国際的な研究実績を有する拠点を厳選し「国際共同利用・共同研究拠点」として認定

することになる。第 3期拠点期末評価から国際拠点評価が始まり、従来の 6 類型に加えて 7つ目の“別

枠”として評価されることになる。しかしながら、直近の第 4 期拠点中間評価（2024 年 10 月）では

従来の 6 類型の中に国際拠点を含む枠組みに変更され、各類型において国際的な研究水準の向上が共

通の評価指標として位置づけられたと理解できる［5］。共同利用・共同研究拠点制度に関する検討は、

文科省科学技術・学術審議会研究環境基盤部会で実施されており、拠点の認定・評価に関する具体的

な検討は「共同利用・共同研究拠点及び国際共同利用・共同研究拠点に関する作業部会」で行われて

いる。しかしながら、同作業部会の情報は公開されておらず、検討の経緯が報告される研究環境基盤

部会の資料にもその経緯について言及されていない。国際的な研究水準の向上は分野を問わず不可避

な状況とは言え、国内事象を扱う研究分野や、研究コミュニティが未熟な新興分野の育成なども重要

な目的である共同利用・共同研究拠点制度において一律に国際的な研究水準を評価基準として導入す

るのは同制度の特徴を損なう恐れもある。本稿では、国際共同利用・共同研究拠点の導入が検討され

た、研究環境基盤部会第 8期及び第 9 期の会議資料から、当時並行して開催されていた国際戦略委員

会の動向とともに、共同利用・共同研究拠点制度における国際化の経緯を確認する。国の政策分析に

おいて審議会等の議事録分析は有効な手段の一つであることは知られており［7-9］、多くの研究分野

が参画する際の多様性の保持と研究水準の向上との両立を実現するために、どのような検討がなされ

てきたのかを再確認することで、共同利用・共同研究拠点制度に求められる役割について再考を試み

る。 

 

２．第 8期研究環境基盤部会における検討 

第 8期は第 73回（2015 年 3月）から第 86 回（2017 年 1 月）までが該当する（図 1）。2016 年度から

は、第 3 期中期目標・中期計画期間と第 5期科学技術基本計画が同時に開始されることもあり、科学

技術とイノベーションとの結びつき強化と、それに伴う大学改革との両方の方向性が強く要請された

時期と言える。それまで全国に配置されている国立大学を機能毎に色分けするようなことを積極的に

行ってこなかったが、大学の強みを活かしたミッションの再定義を求める機運が高まり、運営費交付

金の配分に関しても、学長のリーダーシップを高め、各大学の特色に合わせた機能強化への配分に重

心を移すことが検討された［10, 11］。第 8 期の検討開始時点で、共同利用・共同研究拠点は 95 拠点

（国立 29 大学 77 拠点、公私立 17大学 18拠点）が認定されており、分野網羅的に拠点数が確保でき

るようになったことから、次には拠点制度の機能強化に政策的な興味が移っていく。第 74回ではこれ

までも指摘されてきた組織・人事の流動性の観点からクロスアポイントメントの積極的な導入につい

て議論され、第 75 回では、これ以上の拠点数を確保することは財政的にも困難なため、新規の審査

（特に国立大学）を厳格化すると同時に、認定中の拠点においても中間及び期末評価においてパフォ

ーマンスが低い拠点は認定を取り消していく方向性が出される。大学の共同利用・共同研究拠点制度

に関する検討は主にここまでとなり、その後は大学共同利用機関改革の議論が集中的に行われ、2017

年 2 月に第 8期の検討を取りまとめた「今後の共同利用・共同研究体制の在り方について（意見の整

理）」が報告される。この報告における重要項目として、「１．学術研究の動向に対応できる柔軟な研

究組織の在り方」「２．大学の研究力・教育力強化への貢献」「３．研究の国際化の推進」「４．産業界

など社会との連携」が挙げられ、同制度の重要な特徴である研究分野の多様性を活かして、異分野融

合研究などを通して新たな知やイノベーションを創出することが最優先に位置づけられる。また、国

際化についても「トップレベルの頭脳循環への参画、途上国の研究人材養成への貢献、大学の特色・
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強みを活かしての機能強化など、様々な意義、必要性、可能性があり、分野によってもその在り方は

異なるので、一律かつ外形的に国際化を図るのではなく、分野の特性等に応じて推進する必要がある」

として、国際化に向けた多様な観点が示された。 

 

３．科学技術・学術政策における国際戦略（国際戦略委員会） 

文科省科学技術・学術審議会における国際化の検討は国際戦略委員会においても実施されており、

同委員会は 2001 年 8 月に開始される国際化推進委員会が前身である。2005 年 3 月に国際委員会に名

称変更、2013 年 7月より現在の国際戦略委員会して検討を継続している。本稿で対象とする第 8 期研

究環境基盤部会の開催以前では、第 7 期国際戦略委員会においてまとめられた「今後新たに重点的に

取り組むべき事項について～激動する世界情勢下での科学技術イノベーションの国際戦略～」（2014

年 7 月）が当時の科学技術・学術政策における国際化の課題と対応の方向性を示している。第 4 期科

学技術基本計画期間中でもあり、グローバル化の進行による、優れた人材の国際的な獲得競争の激化、

新興国の台頭による世界の多極化と技術開発競争の激化、その一方で相対的に日本の国際的な科学技

術ポテンシャルの低下が懸念されており、その対応として、国境を越えた頭脳循環、知の交流を可能

とする科学技術外交が重視された。 

少し間をおき、2016 年 10 月より第 8 期国際戦略委員会が開始されるが、２回だけの開催となり、

2017 年 2 月に「第 8 期国際戦略委員会報告書～科学技術・学術協力強化に向けた国際展開について

～」が取りまとめられる。ところが、2017 年 3 月に、Nature Index の特集号 Nature Index 2017 Japan に

おいて日本の研究成果動向に関する分析が紹介された後に一変する。中国の科学論文の発表数が劇的

に増加しているのに対し、日本では過去 10 年間で論文の発表数が停滞、米国と英国の減少は中国との

比較で相対的なものである一方、日本は絶対値でも減少していることが明らかにされる［12］。日本の

長期的な経済停滞により、政府の科学技術予算が、2001 年以降横ばい状態が続いていること、また、

その資金の相当部分が現状の国内トップ研究大学の国際的地位向上を目的とした特定施策に振り向け

られていることにも言及されている。まさに日本の研究は転換点に立たされており、今後 10年間で研

究成果を拡大し、高品質な科学を育成できなければ、日本は世界有数の研究大国としての地位を失う

リスクに直面しているとされた［12］。これに反応するかのように、文科省内に「科学技術・学術分野

における国際的な展開に関するタスクフォース」が設置され、情報が公開されていないため検討の経 

 

図 1. 国立大学法人中期目標・中期計画及び科学技術基本計画期間における文科省研究環境基盤

部会及び国際戦略委員会の開催状況 



 6 

表 1. 拠点評価の観点（共同利用・共同研究拠点及び国際共同利用・共同研究拠点の比較） 
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緯は不明であるが、2017 年 7月に「科学技術・学術分野の国際展開について－我が国の国際競争力の

向上に向けて－（議論のまとめ）」が報告される。前期の第 7期国際戦略委員会報告書では、急速なグ

ローバル化における日本の経済や外交面における国際的地位の低下に視点が置かれていたのに対して、

第 8 期以降は明確に日本の科学技術ポテンシャルの低下に焦点を向けられる。このようなタスクフォ

ースが設置されることからも分かるように、国際的な研究水準向上を促す具体的な施策の一刻も早い

投入が求められていたことが伺える。 

 

４．第 9期研究環境基盤部会における検討（国際共同利用・共同研究拠点の提案） 

第 9 期は第 87 回（2017 年 3 月）から第 101 回（2018 年 11 月）までが該当する（図 1）。第 88 回

（2017 年 5月）では、元来、個々の大学・機関の枠を越えて質の高い研究資源を提供し共同研究を行

うシステムである共同利用・共同研究制度において、国際的にも高い研究業績を有し、国際的な連携・

協力の窓口となり得る拠点も少なくないことから、同制度においても率先して国際共同研究を牽引す

る機能を強化する提案がなされる。第 89 回では候補となり得るいくつかの拠点から現状における国

際化への取り組み事例が紹介され、第 91回では早くも翌年度の概算要求に国際共同利用・共同研究拠

点事業（2 億円×6 拠点程度）を新規提案することが報告される。合計 5回（第 87 回～第 91回）の検

討で、2017 年 10 月に「共同利用・共同研究拠点における国際的な研究環境の整備について（意見の

整理）」が出される。この後、第 92回からはこれまでの「共同利用・共同研究拠点に関する作業部会」

を「共同利用・共同研究拠点及び国際共同利用・共同研究拠点に関する作業部会」に改名して、具体

的な認定・評価基準などについて検討を開始する。表 1 は現在導入されている拠点認定・評価の観点

を通常の拠点と国際拠点とで比較したものである。拠点評価の共通項目として、「拠点としての適格

性」「拠点としての活動状況」「拠点における研究活動の成果」「関連研究分野及び関連研究者コミュニ

ティの発展への貢献」「中間評価結果又は認定に伴う留意事項のフォローアップ状況」「各国立大学の

強み・特色としての機能強化への貢献」「拠点としての今後の方向性」「組織再編に伴う拠点活動の状

況」「研究活動の不正行為並びに研究費の不正使用等に係る事前防止、事後処理及び再発防止への対応

状況」が設定されているが、国際拠点の方は、国際共著論文・TOP10%補正論文の数や割合、国際的な

競争的資金やプロジェクトの採択状況など、具体的かつ高い基準が設けられている。特に人文・社会

科学系に対しては、英語等の外国語による研究成果及び情報発信を強く意識した基準となっている。

同作業部会における検討内容は非公開であるため詳細は不明であるが、第 101 回研究環境基盤部会に

おける作業部会からの報告において、2018 年 5 月から公募を開始し、同年 10 月に最初の国際共同利

用・共同研究拠点である６拠点（東北大学金属材料研究所、東京大学宇宙線研究所、東京大学医科学

研究所、京都大学化学研究所、京都大学数理解析研究所、大阪大学核物理研究センター）が推薦され

決定する。一方、予算面においては初年度の概算要求（12 億円）に対して 4 億円に留まる結果であっ

た。想像ではあるが、2007 年から実施されている「世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI）」事

業では「世界最高水準の研究」「融合領域の創出」「国際的な研究環境の実現」「組織の改革」及び、こ

れらを高度化した「次代を先導する価値創造」の５つミッションを掲げており、国際拠点が目指す方

向性とかなりの重複が見られることも無関係ではないように思われる。 

 

５．考察（多様な研究分野が参画する研究基盤における機能強化の在り方） 

第 9期部会における各回の検討内容を詳細に見ていくと、国際共同利用・共同研究拠点導入の意図と

して、特定の研究分野において国際的にトップレベルに位置する、またさらに高い位置を狙える拠点

を別枠として重点的に支援していくと同時に、他の拠点に対しても国際的な研究水準の向上を促すこ

とで拠点全体の研究水準向上を期待していたことが読み取れる。しかしながら、検討の過程でいくつ

かの本質的な懸念も示される。第 88回において、ある委員から出されたコメントが非常に示唆的であ
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る。 

「大学の場合は、特色はダイバーシティだと思うのです。いろいろな新しい芽が、次々いろいろな学

部からもこういう研究機関からも出てくると。これを大切にしないといけないのですが、今のように

トップの研究者を引き上げるという観点だけの要素だけで全てを見てしまっていいのだろうか。（中

略）そういうことだけやっていると、新しいトレンド、新しい社会の変化に対して、大学の中から、

多様性の非常に豊かな大学からそういう研究センターのような小さなものができる、研究者が上がっ

ていくというプロセスを、初めから芽を摘んでしまわないかという危惧を持っています。」 

 

国際戦略委員会の動向に象徴されるように、日本の学術研究におけるトップレベル層の弱体化に対

して早急な対応が求められる中、共同利用・共同研究拠点制度においても国際拠点を整備していくこ

とは妥当な判断だと言える。一方で、第 8期ではそれまでの拠点評価を見直し、評価結果次第では認

定取り消しを可能としながら拠点間の競争を増進する方向性が示されている状況において国際拠点を

検討することは、同制度の本来の目的であった、多様な研究分野の裾野を広げ、研究分野や組織の枠

を越えて強靭な研究基盤を構築する意義が矮小化される可能性があったことは否めない。その意味で、

第 88 回部会で示された指摘は、同制度の在り方を再認識する上で大変重要であったと言える。結果的

に当初の国際拠点評価は、6 つの類型の別枠とされ、すべての拠点に国際化を課すのではなく、拠点

の多様性を尊重した評価体系であった。 

一方、第 4 期拠点中間評価において 6 つの類型に国際拠点を含めたことは、拠点全体に国際的な研

究水準向上を促すことを意味し、各拠点は国際化以外の観点で自身の評価を高めることがこれまで以

上に難しくなることも容易に想像される。拠点評価の観点の比較を見ると（表 1）、国際化の観点では

研究水準を客観的に数値化しやすい指標が用いられているのに対して、共同利用・共同研究拠点制度

の重要な機能の一つである「異分野融合による新分野創成」には、特に具体的な指標は示されていな

い。異分野融合を含む学際性の議論は長い歴史を持つ［13］。学際性の多義性についても様々な議論が

あり、それらの目的や研究のアウトプットも多様である。さらには、学術分野以外のステークホルダ

ーを含めた課題設定やその解決への貢献まで対象とされる。確かに、学際研究において研究分野間ま

たは研究者間のコミュニケーションが本質的に難しく、研究成果に結びつけるまでの困難さやその評

価において過小評価を受けてしまうことはよく知られているが［14, 15］、苦労して生み出された学際

研究の成果は国際的な高いインパクトにつながることも示されている［16］。また、学際研究に積極的

な研究者は、近年注目されるスタートアップ創出を含む産学連携に柔軟な適応能力を発揮することが

知られており［17］、社会課題に直接対峙するアプローチによる新分野創成も有効な評価項目となり得

る。さらに、学際共同研究に対する女性研究者の関与の高さも知られている［18］。しかしながら、前

述の学際研究に対する過小評価は、女性研究者のみならず若手研究者の参画までも難しくすることが

予想され、学際研究の多岐にわたる特性を考慮した解像度の高い評価が可能となることで、若手また

は女性研究者の一層の参画を容易にすると思われる。そのためには、各拠点が持つ学際性を体系的に

整理し、異分野融合のボトルネックをどのように克服し、国際的に高いインパクトの成果をどのよう

に実現し得たのかについて、それらのプロセスを可視化し拠点間で共有化されることで、共同利用・

共同研究拠点制度全体の国際的な意義も向上していくのではないかと期待される。 

 

５．まとめ 

第 2期中期目標・中期計画期間までに、多様な研究分野が参画し 100 拠点規模まで拡大した共同利

用・共同研究拠点制度において、規模拡大は歓迎すべき成果であった一方で、予算の制約がある中で

このような大規模な研究基盤を全体としてどのように機能強化を図っていくのかは難しい課題であっ

た。第 2 期までに設定された課題（「学術研究の動向に対応できる柔軟な研究組織の在り方」「大学の

研究力・教育力強化への貢献」「研究の国際化の推進」「産業界など社会との連携」）は、第 3期に入り
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顕在化した日本の国際的な研究水準低下に急ぎ対応するため、国際化を軸に「国際共同利用・共同研

究拠点」が導入された。国際的な卓越性を実現するためには、トップレベル層の強化だけではなく、

多様性を重視した新たな研究の芽の育成が重要であり、拠点評価の観点においても、各拠点が有する

学際性の解像度を高めることが望まれる。 
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